
伊方原発は再稼働させてはならない 

2016年６月 
原発をなくし自然エネルギーを推進する高知県民連絡会 



１号炉の水素爆発（1２日１５：３６） 











福島でおきたこと 
･避難者 11.3万人 
・震災関連死 1884人 
・事故後の死亡原因推移（10年→12年の増加数） 
  急性心筋梗塞+219人 
  腎尿路生殖系疾患+75人 
  結腸癌+75人 
  癌+62人 
・消防隊員が救えなかった生命  
  浪江町請戸地区の140遺体は放置された。 
 
 



 



子供たちの甲状腺癌をどう説明するのか 
福島県健康管理調査の結果、約30万人の検査済者のうち173名が甲状腺がん

ないしその疑いとなっている。 



チェルノブイリ事故による子供の甲状腺障害＝ウクライナ・ジトーミル州ルギヌイ地区 

・事故5～6年後から甲状腺疾病と甲状腺腫が急増、9年後に10人に１人の甲状腺
疾病 
・甲状腺がんは、甲状腺疾病の10％強で発病、9年後は1000人中13人程度 
 

山下俊一氏（福島県放射線健康リスク管理アドバイザー）のチェルノブイリ事故分析論文 

・事故当時0から10歳の子供に障害続く甲状腺がんの発がんリスク 
・主として20歳未満の人たちで、過剰な放射線を被曝すると、10～100ミリ
シーベルトで発がんが起こるというリスクを否定できない 

甲状腺のう胞（しこりの一部が液状化したもの）保有率の比較 

検査対象 
放射線
被曝 

のう胞保
有率 

出所・検査年月等 

福島県０～18歳児 あり 47.9% 福島県民健康管理調査 2015年３月31日現在 

長崎県７～14歳児 なし 0.8% 山下俊一氏・2000年 

米国など10歳児 なし 0.5～1％ ニューイングランドジャーナルＭazaferri氏論文 

チェルノブイリ原発周辺18歳未満児 あり 0.5% 
山下俊一氏・日本財団論文 1991～1996ベラ
ルーシ・ゴメリ州調査 



大飯原発差し止め請求訴訟福地裁判決 
【求められる安全性】 
・ 原発稼働は、憲法上は人格権の中核部分よりも劣位に置かれるべき。具体的危険性が万が一で
もあれば、差し止めが認められるのは当然。 
【原発の特性】 
・ 原発エネルギーは極めて膨大で、運転停止後も原子炉の冷却を継続しなければならない。その間
、何時間か電源が失われるだけで事故につながる。これは原発に内在する本質的な危険。 
【大飯原発の欠陥】 
・1260ガルを超える地震では冷却システムが崩壊し、メルトダウンに結びつく。大飯原発に1260ガル
を超える地震が来ないとの科学的な根拠に基づく想定は本来的に不可能。 
【冷却機能の維持】 
・基準地震動の700ガルを下回る地震でも外部電源が断たれたり、ポンプ破損で主給水が断たれた
りする恐れがある。 
・基準地震動を超える地震が大飯原発に到来しないというのは根拠のない楽観的見通しだ。それに
満たない地震でも冷却機能喪失による重大な事故が生じうるなら、危険性は現実的で切迫した危険
と評価できる。 
【使用済み核燃料】 
・プールから放射性物質が漏れた時、敷地外部に放出されることを防御する原子炉格納容器のよう
な堅固な設備は存在しない。 
・大飯原発では、全交流電源喪失から３日たたずしてプールの冠水状態を維持できなくなる危機的状
況に陥る。 
【国富の喪失】 
・多数の人の生存そのものに関わる権利と電気代の高い低いという問題を並べて論じるような議論
に加わり、議論の当否を判断すること自体、法的には許されない。 

 



伊方原発を再稼働させてはならないこれだけの
理由 





原子力規制委新安全基準の問題点 
• 設備基準として、①通常の中央制御室が電源喪失などで使用不能になった場合

に備え、原子炉の冷却作業を遠隔操作する特定安全施設の設置の義務づけ、
②免震機能を備えた「緊急時対策所」の設置、③放射性物質をこしとりながら原
子炉格納容器の圧力を下げるための蒸気排出装置「フィルター付きベント」の設
置、④電源車や移動可能な注水ポンプ車の配備、⑥原発内の電気ケーブルに
燃えにくい素材を使用すること、⑦コンピューターウイルスによるサイバーテロ対
策などを盛り込んだ。しかし、特定安全施設、フィルター付きベントは5年間の猶

予。緊急時対策所は当面仮設で可能とした。コアキャッチャーは義務付けなし、
炉心溶融時の水素爆ごう、航空機等の直撃などシビアアクシデントは想定なし、
広域停電は1週間耐えればいいとしている。避難計画は新基準に入っていない。 

• 地震・津波対策としては、①活断層の真上に重要施設の設置の禁止、②活断層
の調査対象期間を「13万～12万年前以降」から「約40万年前以降」へと範囲拡
大した、専門家からは「古い断層を判断することは困難」との指摘。 

• 原発使用の40年制限に、「特別点検」を条件として、60年までの延長を認める。 

• 最大の問題点は、福島原発事故原因を「津波」としていること。国会
事故調は地震動そのものによる配管損傷を否定できずとした。原発専門家によ
る「地震動による配管損傷」の指摘にこたえていない。 

 



・ 東電が公開していなかった「過渡現象記録装置」のデータについての東京電力で原子  
  炉運転の解析などにあたっていた木村俊雄さんの分析によると、地震発生 （１４時４  
  ６分）から1 分30 秒前後で、冷却剤（水）の自然循環がなくなっていることが判明。水 
  がとどまっていると、高熱の燃料棒の周りを泡が覆って冷却が困難となり、燃料棒の 
  溶融を早める。冷却剤（水）がなくなった原因として、木村さんは、原子炉につながる小 
  配管の損傷による漏洩しか考えられないとしている。  

・ 田中三彦（元国会事故調委員）・伊東良徳（元国会事故調協力調査員）による論考  

• （1） 1 号機原子炉建屋の水素爆発後の4 階の激しい損壊状況などから判断して、水
素爆発は“まず” 4 階で起き、つぎにそれに瞬間的に誘発され5 階でさらなる水素爆
発が生じたと考えられる。  

• （2） 3 階以下には水素爆発の形跡がまったくないことなどから判断して、4 階への水
素供給ラインは、同階に設置されている非常用復水器（IC）の配管（蒸気管／凝縮水
戻り配管）であった可能性が高い。このことは、IC 系配管が地震動により事故の早期
の段階で損傷していた可能性が高いことを意味する。  

• （3） 4 号機海側エリアへの津波の着岸は15 時37 分頃と認定される。1 号機敷地へ
の到達（遡上）は4 号機海側エリアへの着岸より相当程度遅く15 時39 分頃と考える
のがもっとも妥当である。  

• （4） 1 号機の非常用交流電源のA 系は津波着岸前の15 時36 分台（15 時37 分以前
）に電源喪失し、B 系も、電源喪失は15 時37 分台だが異常は15 時36 分台に生じて
おり、いずれの場合も電源喪失の原因は津波着岸前の15 時36 分台（15 時37 分以
前）に生じていた 

 



福島第１原発過渡現象記録装置データ～ 
地震動による異常な値が示されている 

 



 



 



 



熊本地震は中央構造線地震、伊方原発への
影響が考慮されるべき 





 一連の地震は（断層の）右横ずれ。中央構造線系の活断層が動い
たのは明らかだ。  
 中央構造線断層帯は紀伊半島から四国の伊予灘へ続く長大な活
断層。地質の境界線としての中央構造線はさらに東西に長く、西は
伊予灘から別府湾、熊本、八代海へ抜ける。つまり熊本・大分地震
は中央構造線の西端が動いたともいえる。 
 中央構造線では、過去約７千年の間に少なくとも５回、大地震が起
きたとされる。日本の南の海底では、フィリピン海プレートがユーラシ
アプレートへ斜めに沈み込んで押しており、そのストレスを解消する
ため、中央構造線が横ずれを繰り返してきた。 
 最も新しい大地震が、別府湾を震源とする１５９６年の慶長豊後地
震。数日間のうちに中央構造線に沿って伊予（愛媛県）、さらに伏見
（京都府）でも地震が起きたという記録が残る。 

岡村真教授インタビュー（2016.5.7大分合同新聞） 



原子力規制委員会の元委員が、一部の原発の地震の想定が過小評価になって
いるおそれがあるとして、審査などの見直しが必要だと指摘し、規制委員会は元
委員から聞き取りをして対応を検討することになった。聞き取りが行われるのは、
原子力規制委員会で自然災害を担当し、おととし退任した地震学が専門の島崎
邦彦元委員。 
規制委員会の審査では、想定される最大規模の地震の揺れ「基準地震動」が決
められ、これを基に原発の耐震対策がとられる。島崎元委員は基準地震動を求
める計算式のうち、「入倉・三宅式」と呼ばれる式が、西日本の日本海側に多い
断層面の傾斜が垂直かそれに近い横ずれ断層で使われた場合、基準地震動が
過小評価されるおそれがあると指摘している。 
同じような横ずれ断層とされる、ことし４月の熊本地震のデータでこの計算式を
使ったところ、ずれ動いた量などが公表されている推定値より小さくなった。すで
に審査で了承が得られた福井県にある大飯原発のほか、同じく福井県の高浜原
発、佐賀県の玄海原発もこうした条件に当てはまるとしている。 
島崎元委員は「審査を担当していた当時は、確定的なデータがなかったが、熊本
地震が再現できず、過小評価のおそれを確信した。より正しく推定する手法で地
震動の計算をやり直すのがいちばんだ」と述べ、原発の審査や評価手法の見直
しが必要だとしている。 

原発審査の地震想定で過小評価のおそれ 対応検討へ 
  2016年6月15日NHK 



  クリフエッジ(これを超えると破壊に至る限界)は、過去には855ガルとさ
れていた。長澤氏は「基準地震動算定に、クリフエッジ超えを避けようと
する恣意的操作がある」と指摘している。 

 ① 日本で記録された最大地震動は2008年岩手・宮城内陸地震で4022ガル、
四電は、地盤の違いを理由に「伊方では3分の1ぐらいしか揺れない」とし
ているが4分の1としても1000ガルを超える。しかもこの地震の規模はＭ
6.9である。Ｍ9.0が予想される事態に対応していない。 

 ② 震源を特定せず策定する地震動では、16の地震観測記録に限定。鳥取
県西部地震からの算定では537ガルとしているがＭ6.6の地震。留萌地震か
らの算定では620ガルだが、地震規模はＭ5.7。しかも震央から外れた(震
源距離12.1㎞)データで行っている。再現震源モデルによって地震計不足
と観測記録不足を補うと基準地震動は1100ガルになり、原子力安全基盤機
構ＪＮＥＳの断層モデル解析によるとＭ6.5の横ずれ断層地震で1340ガル
が算定される。そもそも地震観測網が整備されたのは20年前であり、観測
記録が決定的に不足している。 

 ③ 震源を特定して策定する地震で、内陸地殻内地震(中央構造線断層によ
る)では、断層モデルが北米中心の地震データに基づいていること、断層
幅などモデルの違いを無視した解析が見られ、最新データの反映と倍半分
のバラツキを考慮すると1800ガル程度を考えなければならない。 

四電の地震動算定はクリフエッジ超えを避ける意図的操作
（大阪府立大・長澤啓行名誉教授） 















































その他の理由 
 
１．原発から生まれる高レベル廃棄物の処理方法は、現代人の智恵では見つけられない。
すでに１．７万ｔの使用済み核燃料が原発の燃料プールにため続けられている。伊方は、
保存燃料集合体残1436体、容量2100体、あと８年しかもたない。 
 
２．伊方原発の狭い敷地では、事故の際の膨大な汚染水を蓄え処理することができない。
瀬戸内海という狭い海域においては、福島原発事故以上の被害をもたらす危険性が高い。 
 
３．ＭＯＸ燃料に利用できるのは、使用済核燃料の２％のプルトニウムだけであり、98％の

ウラン２３８の核のゴミが残るが、この処理方法は決まっていない。ＭＯＸ燃料は、地層処
分ができる表面温度１００度に冷えるまで、５００年かかる。その間、伊方原発の燃料プー
ルで保管することは不可能である。（核燃料サイクル開発機構・2004年度契約業務報告書
「プルトニウム利用に関する海外動向の調査（04）」） 
 
４．愛媛県が策定した避難計画は、原発から西の佐田岬半島に住む住民約５０００人が４
時間で集合し、フェリーで避難するという高齢者や障がい者を無視した非現実的なもの。 
 高知県においても、現時点で避難計画は未策定。県の原子力災害対策行動計画も「被
曝限度をどれだけにするかの思想なし。長期の避難計画なし。ヨウ素剤配布と服用の具体
計画なし。 
 ＩＡＥＡの「５層防護」の観点からは、避難計画は、再稼働判断の基準となるべきもの。 
 
５．航空機事故やテロ攻撃の直撃は想定されていない。「150m超の場所での火災に耐え
られる｣としているに過ぎない。 



伊方原発事故時の周辺地域への放射線の影響予測 
（環境総合研究所青山 貞一氏） 







 



県原子力災害対策行動計画の実効性への疑問 
 ＰＡＺ（5㎞）・ＵPZ（30㎞）・ＰPA（50㎞）の区域設定は、国の防災指針に対応す

るものだが、福島事故の経験に即せば、範囲が狭すぎないか。 
 

○2013年１２月１日に伊方から放出した風船が発見された日時・場所（6か所） 
   2日15：00 愛媛県西予市野村町野村 原発から30km 
   3日9：00と11：00 愛媛県西予市野村町の2か所 原発から30km 
   4日10：00 愛媛県鬼北町下大野 原発から40km~50km 

•      10：30 愛媛県宇和島市大浦 原発から40km~50km 
   7日13：00 高知県梼原町影野地 原発から60km  

 
  ＵPZより外の区域では、原子力防災計画が義務づけられていないが、その 

   場合、県計画は機能するのか。国の緊急事態宣言の遅れやSPEEDIの情報 
   が得られない場合、（国は出さないと発表した）県はどのような判断で、避難  
   やヨウ素剤服用等を指示するのか。 
   特に、モニタリングポストが県内６ヶ所しかない中で、空間放射線量の測定方  
   法には疑問が残る。また、プルームの予測はどのようなスピードで行われ、 
   どのようなスピードで市町村に伝えられるのか。 

 

 



 福島原発事故の反省は、情報の遅れと情報隠し・統制であった。国がそのよう  
  な対応となることない担保が必要であるが、協議されているか。また、そのこと 
  も視野に入れた体制が必要である。 
  原子力規制委員会は「信頼性はない。不確実な予測に基づき、かえって避難  
  行動を混乱させ、被曝の危険性を増大させる」との見解を出している。 
 気象庁などと連携して、または、 SPEEDI情報を独自に入手するしくみを  
 構築して、独自に気象情報収集と予測、解析、ヨウ素剤を内服するタイミ 
 ングを住民に伝達するしくみを検討すべきではないか。 
 安定ヨウ素剤を服用するためには、危険な事故が起きたと分ったら、ただちに  
  各市町村で対応する必要があるが、「愛媛県境に隣接する市町のみ備蓄管理  
  を検討する」と、伊方から50～60㎞の範囲となっている。茨城県取手市、千葉 
  県柏市ほか200km離れていてもホットスポットができていることを考慮すべきで 
  ある。まして、偏西風が吹けば、高知県全域が風下となり、プルームは県内全 
  体及ぶ危険性がある。 

 避難が必要となる場合の「一時移転」などの具体計画は、いつ策定するのか。 
 屋内避難については、あくまでも、一時的なものにとどめるべきであり、長期に 
  わたる放射線の影響が懸念される場合は、移転するべきであるが、その測定  
  と判断はどう計画するのか。 
 
⇒ いずれにしても、「避難計画」はいまだ未策定。その段階で「再稼働容認」は、  
 県民の安全に責任を持つ判断とは言えない。 

 



 

近い将来、再生可能エネルギーは原発を
代替しうる 



環境省再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査（2009年）でも、現在の日本の技
術力と採算性からしても、再生可能エネのポテンシャルは、3300億KWであり、原子
力の2611億kwを充分代替する。（この時点では、太陽光はカウントしていない。） 



地域分散ネットワーク型社会のイメージ 
• 集中メインフレーム型社会（これまで） 
   重化学工業を軸にした大規模生産・大量消費 
   エネルギー生産も集中大量発電 
   従って、「田舎」への発電施設集中と長大な送電網が必要 

• 地域分散ネットワーク型社会（目指す社会） 
   エネルギーと食料を地域経済の基盤に据え、その地産地消を  
  ベースに地域間で相互に補完しあう。 
   生産・加工・流通を取り込んで第1次産業を第6次産業化する。 
   その際、ＩＣＴを活用した利用者ニーズの把握や相互支援の仕  
  組み作りが可能になっている。 
   エネルギー生産・消費も再生可能エネルギーを中心に、熱利  
  用など電力だけでないエネルギー消費とスマートグリッドによる 
  地域内外の相互支援の仕組みを構築する。 

 



スマートグリッド概念図 



それまでは、コ・ジェネレーションシステムで 
電気と熱を同時に発生させる熱電併給システム。発電機で電気をつくるときに使う冷
却水や発生する排気ガスなどの熱を、給湯や冷暖房のほか、工場の熱源などに用
いる。天然ガスコージェネ、LPガスコージェネ、石油コージェネ、燃料電池コージェネ
などがあり、産業用だけでなく家庭用のシステムも普及しつつある。 

http://eco.goo.ne.jp/word/energy/S00089.html
http://eco.goo.ne.jp/word/energy/S00082.html


・ガスコンバインド発電の熱効率は60％（原発は30％） 
 
・関西電力境港発電所では5台で200万KW（原発2基分） 
 
・ＣＯ2排出量 石炭：100 石油：80 天然ガス：55 
 



 



・非在来型ガスの技術的可能量 230.3兆㎥（在来型 404.4兆㎥ ） 
 
・この半分を経済合理的に採出できれば、天然ガス可採年数は160年超 

 





ガスコンバインド発電は、長くても３年で建設できる 
• 県は、昨年の県議会への説明の中で、「ガスコンバインドへのリプ

レースに7～8年を要する」という見解を示しているが、誤りである
。資源エネルギー庁「高効率火力発電の導入推進について」（25
年4月）には、「従来3年程度かかる火力のリプレースを1年強程

度に短縮（発電所設置の際の環境アセスメントの迅速化等に関
する連絡会議中間報告（環境省・経済産業省）」との記載があり、
長くとも3年と考えるべきである。実際、東京ガスや大阪ガスのガ
スコンバインド発電所は、3年かからないで導入されている。 

• 当会は、福島原発事故直後から、早期のガスコンバインドへの切
り替えを提案しているにもかかわらず、四国電力は「老朽火力の
フル活動論」を繰り返すのみである。単に原発に拘泥するためだ
けの理屈である。上記のようなメリットを持つガスコンバインドシス
テムがすでに普及している段階で、今後の新設は困難と見込ま
れる原発に拘泥する必要はなく、一刻も早いガスコンバインドへ
のシフトがされてしかるべきである。 



世界では、自然エネルギーに転換、日本だけができない理由はない。 
ドイツは、2022年までの脱原発を定め、総発電量に占める自然エネルギー
比率を2020年に35％、2050年に80％に引き上げることを決定。 

 
ＥＵの最終ｴﾈﾙｷﾞｰにおける自然ｴﾈﾙﾙｷﾞｰ割合： 
2005年、2009年、2020年目標 



伊方原発再稼働は、四電の企業利益のためですか？ 

四電佐伯社長所信（四電ＨＰから） 
 

安定的かつ 競争力のある供給基盤を整

備していくことが鍵。このため、基幹電源で
ある伊方発電所3号機(原子力)の1日も早

い再稼働の実現に総力を挙げる。さらには、
四国域外での電力小売事業の開始する。 



まとめ  
• 原発再稼働には何らの正当性も必要性もありません。 
 ① 原発が無くても電気は充分足りている。 
 ② 原発をやめれば、むしろ電気代は下がる。 
 ③ 原発は「トイレのないマンション」膨大な核のゴミを後世に残してはいけない。 
 ④ 福島原発事故原因を踏まえない審査基準では、危険性は除去できない。 
 ⑤ 原発利権は税金の使い方としても認められない。 

• 尾﨑知事の「電力の安定供給のため、再稼働はやむを得
ない」という見解は明らかに誤りです。 

• 高知県民の６～７割は伊方原発再稼働に反対です。 
 34市町村議会中29議会では「伊方原発再稼働反対」を  
 議決しました。「再稼働容認発言」以降、梼原町をはじめ 、  
 ８議会で、新たに再稼働反対意見書が可決されています。 
• 県民の安全と生活を守るため、「再稼働容認」撤回し、四

電に再稼働中止を申し入れてください。 
 
 



ここからは、一巡目では使わない
資料 

 

 



最大電力への対応に対する反論 
1.四国電力の自社発電設備は、原発を加えても６００万kw程度、原
発は１年の３５パーは稼働しておらず、そもそも「常に最大電力に対
応する自社発電設備」は想定されていない。 
2.そのために他社受電があり、自家発との契約があり、どうしても逼
迫する際の随時調整契約電力がある。 
3.いざという事態が起きた時の対応は、本川発電所をフル稼働させ、
足りなければ随時契約を発動させればよい。それで、老朽火力１～２
基分は優に出てくる。 
4.それでもやむなく停電に至る場合があったとして、それが人の生死
にかかわる事態を引き起こすことはない。 
5.そもそも、私たちは２０１２年から四電に原発を再稼働させるよりも
、ガスコンバインド設置だと言ってきた。早期に老朽火力をガスコンバ
インドにリプレースすればいい。原発再稼働に少なくとも８９８億円使
うなら、１００万kwで１０００億あれば建設できるガスコンバインドにシ
フトすればいいだけの話。四電の理屈は原発再稼働ありきの企業の
論理でしかない。 

 





四国電力供給予備力・予備率 

電力随時調整契約＝四電は３５万kw 



最大電力を生じるのは極めて短時間 



停電はしばしば起きている。それで人の生死に
かかわるような事態はありましたか？ 

 





停電への備えは法で義務付け
られている！ 



原発は一番高い電気 

 



電気事業連合会公表の発電コストには、原発の廃炉・核燃料処
理費や原発立地交付金、原発の夜間電力の使い道である揚水
発電費用などが含まれず。これを私たちは電気料として負担。事
故賠償をのぞいても、原発の電気は最も高い。 



 



安全対策費はうなぎ登り 

 



四国電力の値上げ申請書（H25～27）に含まれる原発費用 
 

四国電力の値上げ申請書に含まれる原発費用（億円） 

 

原価総額 5,056    

      

核燃料費 52    

修繕費 129    

設備投資費用 69    

減価償却費 133    

伊方原発追加安全対策費用 243    

電源開発促進税 67  105×64％ 

バックエンド費用 89    

原子力賠償支援機構負担金 65    

事業報酬（資金調達コスト） 51    

計 898  17.77% 

（四国電力公表資料から作成） 

※人件費、研究費、資金調達コストの一部、電源開発促進税以外
の税等は算入しておらず、実際の原発費用はもっと高い。 

四国電力は、2013年2月、7月からの電

気料金値上げを申請。規制部門（一般家
庭）は、10.94％、自由化部門（企業等大
規模利用者）は、17.50％の値上げとして
おり、かつ、7月から伊方3号機を再稼働
することを前提としている。 
 
四国電力が、電気料値上げ根拠として示
した「原価」には、少なく見積もっても、８９
８億円の原発費用が含まれており、四国
電力が不足額としている625億円を上

回っている。伊方原発廃炉を決定すれば、
むしろ電気料金は下げられる。 
 
※2011年4月～12年3月の9電力・日本
原電の原発費用は、1兆5958億円 
 
 



立命館大学・大島堅一教授試算に基づく原発の
発電コスト 

大島教授は、各電力会社の有価証券報告書の実績値に基づいて、電源別の
発電単価について、火力のキロワットあたり９.９円に対し、原発は単体
でも１０.６円、バックアップ電力である揚水発電を含めれば１２.２３円

であることを証明。これに、事故賠償費用を２７９兆円として加えれば
、原発の発電単価は、単体で３８．５円、揚水発電を含めれば４０.１３円となる
。 

※ コスト検証委報告に基づき、事故賠償費用1兆円増ごとに、コスト0.1円増加で計算 



大島堅一教授の新試算 
大島教授は、コスト検証委員会の試算に基づき、福島原発事故対応コストを新たに加
えた試算を発表した。検証委員会が5.6兆円とした事故対応コストを「少なくとも11兆
819億円」のコストが必要となるとしている。 
大島教授は、「事故賠償費用は東電作成のもので過小評価されている可能性。除染
費用は、環境放射能除染学会グループは10兆円に近づくと試算。事故収束や廃炉費
用には新技術開発が必要で想定をはるかに超える費用が必要」と指摘している。 
 



 



 



• 再生可能エネルギーの「接続可能
量」は、原発47 基が震災前30 年間

の平均設備利用率で稼働する」こと
を想定、これを超えると事実上接続
が拒否される。 

• 廃炉積立不足金や廃炉時の特別損
失は廃炉後に電気料金で回収でき
る。電力自由化後は送電網の「託送
料金」に算入され、新電力からも回
収できるようにしようとしている。 

• 廃炉費・バックエンド費・原発建設費
等を確実に回収できるように「基準
価格」を設けて収入を保障する制度
も検討中。 

• 電力自由化の下で再処理が継続で
きるように再処理事業者の認可法
人化も検討されている。 

新たな電力会社優遇策 
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